平成１９年度

保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業実施状況

1．保険財政共同安定化事業

　健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）の施行により、国民健康保険事業の運営の安定化を図るため、平成18年10月より事業実施となった。（平成21年度までの措置）

交付金は1件当たり30万円以上の医療費の30万円を超えるものの、8万円を超え80万円までの合算額の100分の59を交付し、平成19年度の交付金交付状況は、9,786,353千円。（表1）

（表1）保険財政共同安定化事業交付金状況

	件数
	41,788件

	交付決定額
	9,786,353,024円


2．高額医療費共同事業

　高額医療費共同事業は、平成18年度から平成21年度まで引き続き事業継続が図られ、交付基準額1件当たり80万円で、80万円を超える額の100分の59を交付し、平成19年度の交付金交付状況は、1,266,939千円。（表2）

（表2）高額医療費共同事業交付金状況

	件数
	4,109件

	交付決定額
	1,266,939,945円


3．超高額医療費共同事業

　平成7年度から、小規模保険者をはじめとした保険者の財政負担緩和のため、国保中央会と各都道府県国保連合会の間で超高額医療費共同事業を行っている。

　平成19年度は420万円を超えるレセプトを対象に、総額から200万円を減じた額の10分の3を交付対象額とし、交付率90％で実施された。

　本県の状況は、交付対象件数13件（9保険者）、交付金24,908千円で、交付金は各市町村に平成19年度高額医療費共同事業拠出金率に基づき交付した。

拠出金は11,176千円、国庫補助金7,772千円で、不足額3,404千円については、積立金から充当し、平成17年度から同事業に係る事務費拠出金が徴収されることに伴い、事務費拠出金60千円についても積立金より充当を行った。

（表3）超高額医療費共同事業実施状況

	交　　付　　金
	24,908,135円

	医療費拠出金
	　11,176,716円

	事務費拠出金
	60,340円

	国 庫 補 助 金
	7,772,000円

	積立金より充当
	3,456,056円


